
令和7年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　活用事業
Ａ

Ｂ１ Ｂ３ Ｂ４ Ｂ５

交付対象経費
国のR6補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

国のR6補正予算分
（交付限度額②）

（令和６年度低所得世帯
支援枠等分）

給付費

国のR6補正予算分
（交付限度額③）

（令和６年度低所得世帯
支援枠等分）

事務費

国のR6補正予算分
（交付限度額④）

（給付支援サービス分）

国のR7予備費分
（交付限度額⑤）

（推奨事業メニュー分）

国のR7補正予算分
（交付限度額⑥）

（推奨事業メニュー分）

その他
（一般財源や補助
対象外経費等）

総事業費に係る
事務費

合計 2,689,711 2,689,711 1,110,191 1,111,050 128,922 0 137,837 201,711 0

1 R6_補正 低所得 ○ ○ ○
非課税世帯支援給付金/定
額減税補足給付金（不足額
給付）

Ⅱ．物価高の克服 ○ － 1,239,972 1,239,972 0 1,111,050 128,922 0 0

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所
得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R6,R7の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　39,588世帯×30千円、
子ども加算　3,487人×20千円、、定額減税を補足する給付（う
ち不足額給付）の対象者　68,819人　(1,263,670千円）　　のう
ちR7計画分
事務費　128,922千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）
業務委託料　使用料及び賃借料　人件費　その他　として支
出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（39,588世帯）、定額減税
を補足する給付（うち不足額給付）の対象者数（68,819人）

－ ○ － R7.1 R7.11 対象世帯に対して令和7年
3月までに支給を開始する

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

ホームページ、広報誌 R7補正（地）

5 R7_補正 推奨事業 ○ ○ ○
キャッシュレス決済を活用し
た地域経済活性化事業
（令和7年度補正分）

Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対
応

○

①食料品の
物価高騰に
対する特別
加算

④消費下支
え等を通じた
生活者支援

34,757 34,757 34,757

①市内の対象店舗において、二次元コードによるキャッシュレ
ス決済の利用者に対し、最大で利用額の20％のポイント還元
を行うことで、地域経済の活性化を図るとともに、物価高騰等
に直面する生活者を支援する。
②キャッシュレス決済利用者に対するキャッシュレスポイント還
元費用、事業事務費、委託料
③還元ポイント原資：413,537千円
　 事務費：21,132千円
　 広報業務委託：20,088千円
　 （総額454,757千円のうち、34,757千円に交付金を充当
　　【令和7年度補正分】）
④市内の中小事業者や個人事業主、市内においてキャッシュ
レス決済で消費を行う者

－ － － R7.9 R7.11 R8.3 消費喚起額　19億円 ⑤ HPにて明記済みあるいは予定
キャッシュレスポ
イント還元事業

一定期間内に行われた
キャッシュレス決済の実績
額に応じて事業者にポイン
ト還元の原資を支払う。

市ホームページ R7補正（地）

6 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 省エネ家電購入支援事業 Ⅱ．物価高の克服 ○

④省エネ家
電等への買
い換え促進
による生活
者支援

87,991 87,991 87,991

①原油価格・物価高騰の影響を受ける市民を支援するため、
省エネ性能の高い家電の購入を支援し、家庭における省エネ
ルギーを促進するとともに、電気料金の負担軽減を目指す。
②補助金、需用費、役務費
③補助金：40千円×1,600件
　　　　　　  20千円×　800件　＝　80,000千円
　 需用費：127千円
　 役務費：944千円
　 委託料：6,920千円
④対象家電10万円以上を市内店舗で購入した岐阜市民

－ － － R7.5 R8.3 補助件数　2,400件
補助金額　80,000千円

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
省エネ家電買い
替え等

市ホームページ、広報ぎふ R7当初（地）

7 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
キャッシュレス決済を活用し
た地域経済活性化事業

Ⅱ．物価高の克服 ○
③消費下支
え等を通じた
生活者支援

500,000 500,000 500,000

①市内の対象店舗において、二次元コードによるキャッシュレ
ス決済の利用者に対し、最大で利用額の10％のポイント還元
を行うことで、地域経済の活性化を図るとともに、物価高騰等
に直面する生活者を支援する。
②キャッシュレス決済利用者に対するキャッシュレスポイント還
元費用、事業事務費、委託料
③還元ポイント原資：455,000千円
　 事務費：22,600千円
　 広報業務委託：22,400千円
④市内の中小事業者や個人事業主、市内においてキャッシュ
レス決済で消費を行う者

－ － － R7.4 R8.3 消費喚起額　40億円 ⑤ HPにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

一定期間内に行われた
キャッシュレス決済の実績
額に応じて事業者にポイン
ト還元の原資を支払う。

市ホームページ R7当初（地）

8 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
高齢者施設等事業継続支援
事業

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑤医療・介
護・保育施
設、学校施
設、公衆浴
場等に対す
る物価高騰
対策支援

62,371 62,371 62,371

①原油価格・物価高騰等により、負担が増大している市内の
高齢者施設や事業所を支援することで、利用者が安心して
サービスを受けられる環境を維持する。
②令和6年4月から令和7年3月までの間の電気・ガス・燃料費
等の経費の一部を補助（令和6年5月1日以降に新規指定を受
けた事業所は、指定月以降の月数分）
③施設系サービス
　・定員19人以下：45千円×76か所＝3,420千円
　・定員20人以上39人以下：80千円×142か所＝11,360千円
　　　　　　　　　　　　　　　：4か所（開設後１年未満）＝218千円
　・定員40人以上59人以下：112千円×25か所＝2,800千円
　　　　　　　　　　　　　　　：3か所（開設後１年未満）＝204千円
　・定員60人以上79人以下：144千円×9か所＝1,296千円
　・定員80人以上99人以下：363千円×16か所＝5,808千円
　・定員100人以上：411千円×20か所＝8,220千円
短期入所サービス：67千円×52か所＝3,484千円
通所系サービス：61千円×225か所＝13,725千円
　　　　　　　　　  ：11か所（開設後１年未満）＝470千円
訪問系サービス：22千円×484か所＝10,648千円
　　　　　　　　　  ：36か所（開設後１年未満）＝475千円
郵便料110円×1,103か所×2回＝243千円
④市内の高齢者施設及び事業所

－ － － R7.4 R7.8

補助件数
施設系　　　295か所
短期入所　　 52か所
通所系　　　236か所
訪問系　　　520か所

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
介護サービス事
業所・施設等

市ホームページ R7当初（地）

10 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
認可保育施設光熱費高騰対
策支援事業

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑤医療・介
護・保育施
設、学校施
設、公衆浴
場等に対す
る物価高騰
対策支援

6,071 6,071 6,071

①物価高騰等により、電気・ガス料金の負担が増大している
市内の私立認可保育施設を支援することで、円滑な保育運営
を継続する。
②令和6年4月から令和7年3月までの間の電気・ガス料金の
経費の一部を補助
③（定員19人以下：61千円）×29施設＝1,769千円
　 （定員20人以上59人以下：81千円）×4施設＝324千円
　 （定員60人以上：102千円）×39施設＝3,978千円
④私立認可保育施設

－ － － R7.4 R7.6 実施私立認可保育施設
72施設

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
保育所・幼稚園・
認定こども園等

市ホームページ R7当初（地）

11 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
母子生活支援施設光熱費高
騰対策支援事業

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑤医療・介
護・保育施
設、学校施
設、公衆浴
場等に対す
る物価高騰
対策支援

240 240 240

①物価高騰等の中で母子生活支援施設を継続的に運営して
いくため、電気・ガス料金に係る高騰分を支援する。
②令和6年4月から令和7年3月までの間の電気・ガス料金の
経費の一部を補助
③（6千円×20世帯）×2施設＝240千円
④母子生活支援施設

－ － － R7.4 R7.5 実施母子生活支援施設　2
施設

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
保育所・幼稚園・
認定こども園等

市ホームページ R7当初（地）

12 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○ バス路線維持補助事業 Ⅱ．物価高の克服 ○

⑧地域公共
交通・物流や
地域観光業
等に対する
支援

71,672 71,672 71,672

①原油価格・物価高騰等に直面する地域公共交通事業者（市
内路線バス事業者）を支援することで、バス路線を維持し、市
民の移動手段を確保する。
②物価高騰等の影響を受けた経常費用への補助
③市内路線バス事業者１社×71,672千円=71,672千円
④市内路線バス事業者

－ － － R7.4 R8.3 市内のバス路線維持　10
路線

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
運輸交通・物流・
観光事業者

市ホームページ R7当初（地）

13 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○ コミュニティバス事業 Ⅱ．物価高の克服 ○

⑧地域公共
交通・物流や
地域観光業
等に対する
支援

33,523 33,523 33,523

①原油価格・物価高騰等に直面する地域公共交通事業者（コ
ミュニティバス事業者）を支援することで、コミュニティバスを維
持し、市民の移動手段を確保する。
②物価高騰等の影響を受けた経常費用への補助
③コミュニティバス事業者１社×33,523千円=33,523千円
④コミュニティバス事業者

－ － － R7.4 R8.3
コミュニティバスの維持
コミュニティバス19地区
デマンド型乗合タクシー1
地区

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
運輸交通・物流・
観光事業者

市ホームページ R7当初（地）

14 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
指定管理施設運営支援
（令和6年度補正分）

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑨推奨事業
メニュー例よ
りも更に効果
があると判断
する地方単
独事業

原油価格・物価高騰等の影響を受け施
設の管理運営状況が厳しくなっている
中、光熱費の補助による指定管理者の
円滑な施設運営を維持することで、市
民へのサービスの継続、サービスの質
の維持を支えていくことができる。

24,964 24,964 24,964

①原油価格・物価高騰等により、指定管理施設の光熱費の支
出が増加しているため、円滑な運営を続けられるよう指定管
理者に対して支援する。
②令和6年4月から令和7年3月までの間の電気・ガス・灯油代
の経費の一部を補助
③岐阜市民福祉活動センター（会議室）等：1,447千円
　 岐阜市ドリームシアター岐阜等：1,454千円
　 岐阜市生涯学習／女性センター：4,305千円
　 岐阜市リフレ芥見等：4,575千円
　 岐阜市勤労会館：111千円
　 岐阜市文化産業交流センター等：10,246千円
　 岐阜駅東自転車駐車場等：297千円
　 岐阜市駅西駐車場及び岐阜シティ・タワー43地下駐車場
　　　：2,529千円
④指定管理者

－ － － R7.6 R7.8 補助件数　19指定管理者 ⑤ HPにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

市ホームページ R7当初（地）

15 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
教育施設電気料金高騰分対
応支援
（令和6年度補正分）

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑨推奨事業
メニュー例よ
りも更に効果
があると判断
する地方単
独事業

本事業は、直接住民の用に供する施設
における事業に該当するものである。
エネルギー・食品等の物価高騰の影響
を受け生活が厳しくなっている中、従来
通りの教育環境を維持することで現在
から将来における子育て世帯を支えて
いくことができる。

28,839 28,839 28,839

①電気料金の高騰による影響を受け、事業費が増大している
教育施設光熱費に対し、電気料金の高騰分への支援に交付
金を活用する。
②学校施設等の電気料金の高騰分を補助
③R7当初予算(456,072千円)－R4当初予算(340,631千円)のう
ち、28,839千円に交付金を充当【令和6年度補正分】
④小中義務教育学校、幼稚園、高校、放課後児童クラブ、中
央青少年会館

－ － － R7.4 R8.3

実施施設数
小中義務教育学校69校、
幼稚園２園、高校1校、放
課後児童クラブ46校、中央
青少年会館1棟

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

市ホームページ R7当初（地）

16 R7_補正 推奨事業 ○ ○ ○
教育施設電気料金高騰分対
応支援
（令和7年度補正分）

Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対
応

○

⑪推奨事業
メニュー例よ
りも更に効果
があると判断
する地方単
独事業

本事業は、直接住民の用に供する施設
における事業に該当するものである。
エネルギー・食品等の物価高騰の影響
を受け生活が厳しくなっている中、従来
通りの教育環境を維持することで現在
から将来における子育て世帯を支えて
いくことができる。

86,602 86,602 86,602

①電気料金の高騰による影響を受け、事業費が増大している
教育施設光熱費に対し、電気料金の高騰分への支援に交付
金を活用する。
②学校施設等の電気料金の高騰分を補助
③R7当初予算(456,072千円)－R4当初予算(340,631千円)のう
ち、86,602千円に交付金を充当【令和7年度補正分】
④小中義務教育学校、幼稚園、高校、放課後児童クラブ、中
央青少年会館

－ － － R7.4 R7.4 R8.3

実施施設数
小中義務教育学校69校、
幼稚園２園、高校1校、放
課後児童クラブ46校、中央
青少年会館1棟

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

市ホームページ R7当初（地）

17 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
キャッシュレス決済を活用し
た地域経済活性化事業
（令和6年度補正分）

Ⅱ．物価高の克服 ○
③消費下支
え等を通じた
生活者支援

282,163 282,163 282,163

①市内の対象店舗において、二次元コードによるキャッシュレ
ス決済の利用者に対し、最大で利用額の20％のポイント還元
を行うことで、地域経済の活性化を図るとともに、物価高騰等
に直面する生活者を支援する。
②キャッシュレス決済利用者に対するキャッシュレスポイント還
元費用、事業事務費、委託料
③還元ポイント原資：413,537千円
　 事務費：21,132千円
　 広報業務委託：20,088千円
　 （総額454,757千円のうち、282,163千円に交付金を充当
　　【令和6年度補正分】）
④市内の中小事業者や個人事業主、市内においてキャッシュ
レス決済で消費を行う者

－ － － R7.9 R8.3 消費喚起額　19億円 ⑤ HPにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

一定期間内に行われた
キャッシュレス決済の実績
額に応じて事業者にポイン
ト還元の原資を支払う。

市ホームページ R7当初（地）

18 R7_予備 推奨事業 ○ ○ ○
キャッシュレス決済を活用し
た地域経済活性化事業
（令和7年度予備費分）

米国関税措置 ○
③消費下支
え等を通じた
生活者支援

137,837 137,837 137,837

①市内の対象店舗において、二次元コードによるキャッシュレ
ス決済の利用者に対し、最大で利用額の20％のポイント還元
を行うことで、地域経済の活性化を図るとともに、物価高騰等
に直面する生活者を支援する。
②キャッシュレス決済利用者に対するキャッシュレスポイント還
元費用、事業事務費、委託料
③還元ポイント原資：413,537千円
　 事務費：21,132千円
　 広報業務委託：20,088千円
　 （総額454,757千円のうち、137,837千円に交付金を充当
　　【令和7年度予備費分】）
④市内の中小事業者や個人事業主、市内においてキャッシュ
レス決済で消費を行う者

－ － － R7.9 R8.3 消費喚起額　19億円 ⑤ HPにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

一定期間内に行われた
キャッシュレス決済の実績
額に応じて事業者にポイン
ト還元の原資を支払う。

市ホームページ R7補正（地）

21 R7_補正 推奨事業 ○ ○ ○
メディコス光熱費高騰分対応
支援

Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対
応

○

⑪推奨事業
メニュー例よ
りも更に効果
があると判断
する地方単
独事業

本事業は、直接住民の用に供する施設
における事業に該当するものである。
エネルギー・食品等の物価高騰の影響
を受け生活が厳しくなっている中、従来
通りの市民サービスを維持することで
市民の生活を支えていくことができる。

13,899 13,899 13,899

①電気料金等の高騰による影響を受け、事業費が増大してい
るメディアコスモス光熱費に対し、電気料金等の高騰分への
支援に交付金を活用する。
②メディコスの電気・ガス料金の高騰分を補助
③R7当初予算(39,899千円)－R4当初予算(26,000千円)
④メディコス（地方公共団体）

－ － － R7.4 R7.4 R8.3 実施施設数
メディアコスモス　1棟

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

市ホームページ R7当初（地）

23 R7_補正 推奨事業 ○ ○ ○
歴史博物館光熱費高騰分対
応支援

Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対
応

○

⑪推奨事業
メニュー例よ
りも更に効果
があると判断
する地方単
独事業

本事業は、直接住民の用に供する施設
における事業に該当するものである。
エネルギー・食品等の物価高騰の影響
を受け生活が厳しくなっている中、従来
通りの市民サービスを維持することで
市民の生活を支えていくことができる。

14,466 14,466 14,466

①電気料金の高騰による影響を受け、事業費が増大している
歴史博物館光熱費に対し、電気料金の高騰分への支援に交
付金を活用する。
②歴史博物館の電気料金の高騰分を補助
③R7当初予算(33,097千円)－R4当初予算(18,631千円)
④歴史博物館（地方公共団体）

－ － － R7.4 R7.4 R8.3 実施施設数
歴史博物館　1棟

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

市ホームページ R7当初（地）

25 R7_補正 推奨事業 ○ ○ ○
科学館光熱費高騰分対応支
援

Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対
応

○

⑪推奨事業
メニュー例よ
りも更に効果
があると判断
する地方単
独事業

本事業は、直接住民の用に供する施設
における事業に該当するものである。
エネルギー・食品等の物価高騰の影響
を受け生活が厳しくなっている中、従来
通りの市民サービスを維持することで
市民の生活を支えていくことができる。

4,428 4,428 4,428

①電気料金の高騰による影響を受け、事業費が増大している
科学館光熱費に対し、電気料金の高騰分への支援に交付金
を活用する。
②科学館の電気料金の高騰分を補助
③R7当初予算(10,344千円)－R4当初予算(5,916千円)
④科学館（地方公共団体）

－ － － R7.4 R7.4 R8.3 実施施設数
科学館　1棟

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

市ホームページ R7当初（地）

R7当初（地）市ホームページR7.7

補助件数
施設系        73か所
短期入所　   30か所
通所系　　　359か所
訪問系　　　154か所

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
障害福祉サービ
ス事業所・施設
等

－ － － R7.412,357○
障害者施設等事業継続支援
事業

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑤医療・介
護・保育施
設、学校施
設、公衆浴
場等に対す
る物価高騰
対策支援

①原油価格・物価高騰等により、負担が増大している市内の
障害者施設や事業所を支援することで、利用者が安心して
サービスを受けられる環境を維持する。
②令和6年4月から令和7年3月までの間の電気・ガス・燃料費
等の経費の一部を補助（令和6年5月1日以降に新規指定を受
けた事業所は、指定月以降の月数分）
③施設系サービス（障害者支援施設以外）
　・定員9人以下：13千円×24か所＝312千円
　　　　　　　　　  ：7か所（開設後１年未満）＝36千円
　・定員10人以上19人以下：20千円×18か所＝360千円
　　　　　　　　　　　　　　　：2か所（開設後１年未満）＝16千円
　・定員20人以上29人以下：21千円×12か所＝252千円
　　　　　　　　　　　　　　　　 ：1か所（開設後１年未満）＝7千円
　・定員30人以上：70千円×4か所＝280千円
施設系サービス（障害者支援施設）
　・定員30人以上：234千円×5か所＝1,170千円
短期入所サービス：17千円×23か所＝391千円
　　　　　　　　　　　 ：7か所（開設後１年未満）＝42千円
通所系サービス：22千円×338か所＝7,436千円
　　　　　　　　　  ：21か所（開設後１年未満）＝308千円
訪問系サービス：11千円×138か所＝1,518千円
　　　　　　　　　  ：16か所（開設後１年未満）＝93千円
郵便料　110円×616か所×2回＝136千円
④市内の障害者施設及び事業所

9 R6_補正 推奨事業 ○ ○

「推奨事業メニュー例よりも更に
効果があると判断する地方単独事
業」を選択した場合の、より効果
があると考える理由

総事業費

Ｂ

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

枠

地

方

単

独

事

業

12,357 12,357

エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰の
影響を受け
た生活者等
に対して事
業の効果が
直接及ぶ

臨時の措置であ
ることが分かる
事業名称として

いる

交付対象事業の名称
経済対策等との

関係

【R7補正のみ】
備考2

「農林水産・食品分
野」「中小企業・小
規模事業者の賃上げ
環境整備」における

細分化項目

備考3
商品券等を活用した事
業を行う場合、Q＆A等
ふまえた対応について

記載

備考4
実施状況の公表等につ

いて
（HP、広報紙など）

備考5 自治体での予算区分

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

推奨事業メニュー
※R7補正推奨事業メ

ニュー①について、②～
④にも関連する場合は、
次の列に追加で選択して

ください。

Ｃ
Ｂ２

（単位：千円）

支援開始
時期

事業終期
成果目標（可能な限り
定量的指標を設定）

国の重点支援地方交付金が活用
されている旨の明記

備考1
(重点支援地方
交付金の追加を
踏まえた各省庁
の通知の発出状
況に定義されて
いる対象分野)

備考1のサブカテゴリ―
M～O列を記入している場合のみ

(重点支援地方交付金の追加を踏まえ
た各省庁の通知の発出状況に定義さ

れている対象分野)

※参考

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

特定事業
者等支援

個人を対
象とした
給付金等

基金 事業始期

1/2



Ａ

Ｂ１ Ｂ３ Ｂ４ Ｂ５

交付対象経費
国のR6補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

国のR6補正予算分
（交付限度額②）

（令和６年度低所得世帯
支援枠等分）

給付費

国のR6補正予算分
（交付限度額③）

（令和６年度低所得世帯
支援枠等分）

事務費

国のR6補正予算分
（交付限度額④）

（給付支援サービス分）

国のR7予備費分
（交付限度額⑤）

（推奨事業メニュー分）

国のR7補正予算分
（交付限度額⑥）

（推奨事業メニュー分）

その他
（一般財源や補助
対象外経費等）

総事業費に係る
事務費

「推奨事業メニュー例よりも更に
効果があると判断する地方単独事
業」を選択した場合の、より効果
があると考える理由

総事業費

Ｂ

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

枠

地

方

単

独

事

業

エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰の
影響を受け
た生活者等
に対して事
業の効果が
直接及ぶ

臨時の措置であ
ることが分かる
事業名称として

いる

交付対象事業の名称
経済対策等との

関係

【R7補正のみ】
備考2

「農林水産・食品分
野」「中小企業・小
規模事業者の賃上げ
環境整備」における

細分化項目

備考3
商品券等を活用した事
業を行う場合、Q＆A等
ふまえた対応について

記載

備考4
実施状況の公表等につ

いて
（HP、広報紙など）

備考5 自治体での予算区分

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

推奨事業メニュー
※R7補正推奨事業メ

ニュー①について、②～
④にも関連する場合は、
次の列に追加で選択して

ください。

Ｃ
Ｂ２

支援開始
時期

事業終期
成果目標（可能な限り
定量的指標を設定）

国の重点支援地方交付金が活用
されている旨の明記

備考1
(重点支援地方
交付金の追加を
踏まえた各省庁
の通知の発出状
況に定義されて
いる対象分野)

備考1のサブカテゴリ―
M～O列を記入している場合のみ

(重点支援地方交付金の追加を踏まえ
た各省庁の通知の発出状況に定義さ

れている対象分野)

※参考

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

特定事業
者等支援

個人を対
象とした
給付金等

基金 事業始期

27 R7_補正 推奨事業 ○ ○ ○
公民館光熱費高騰分対応支
援

Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対
応

○

⑪推奨事業
メニュー例よ
りも更に効果
があると判断
する地方単
独事業

本事業は、直接住民の用に供する施設
における事業に該当するものである。
エネルギー・食品等の物価高騰の影響
を受け生活が厳しくなっている中、従来
通りの市民サービスを維持することで
市民の生活を支えていくことができる。

2,686 2,686 2,686

①電気料金の高騰による影響を受け、事業費が増大している
公民館光熱費に対し、電気料金の高騰分への支援に交付金
を活用する。
②公民館の電気料金の高騰分を補助
③R7当初予算(25,880千円)－R4当初予算(23,194千円)
④公民館（地方公共団体）

－ － － R7.4 R7.4 R8.3 実施施設数
公民館　50館

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

市ホームページ R7当初（地）

29 R7_補正 推奨事業 ○ ○ ○
斎苑光熱費高騰分対応支援

Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対
応

○

⑪推奨事業
メニュー例よ
りも更に効果
があると判断
する地方単
独事業

本事業は、直接住民の用に供する施設
における事業に該当するものである。
エネルギー・食品等の物価高騰の影響
を受け生活が厳しくなっている中、従来
通りの市民サービスを維持することで
市民の生活を支えていくことができる。

25,609 25,609 25,609

①電気料金等の高騰による影響を受け、事業費が増大してい
る斎苑光熱費に対し、電気料金等の高騰分への支援に交付
金を活用する。
②斎苑の電気・ガス料金の高騰分を補助
③R7当初予算(81,409千円)－R4当初予算(55,800千円)
④斎苑（地方公共団体）

－ － － R7.4 R7.4 R8.3 実施施設数
斎苑　1棟

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

市ホームページ R7当初（地）

31 R7_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 地域防犯活動支援事業
Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対
応

○
④消費下支
え等を通じた
生活者支援

6,538 6,538 6,538

①物価高騰の影響を受けた、地域で防犯活動に取組む団体
に対して、自主的で積極的な活動に係る費用負担について支
援し、地域の防犯力強化を図る。
②防犯灯・防犯カメラの設置費補助、防犯活動・青パト活動に
必要な物品の支給
③防犯灯設置補助　　　　　864千円
　 防犯カメラ設置補助　　4,588千円
　 防犯活動物品支給　　 1,008千円
　 青パト活動物品支給　　　 78千円
④地域で防犯活動に取組む団体

－ － － R7.4 R7.4 R8.3
市内における刑法犯認知
件数の令和6年（3,069件）
比減

⑤ HPにて明記済みあるいは予定 防犯対策 市ホームページ R7当初（地）

32 R7_補正 推奨事業 ○ ○ ○
指定管理施設運営支援
（令和7年度補正分）

Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対
応

○

⑪推奨事業
メニュー例よ
りも更に効果
があると判断
する地方単
独事業

原油価格・物価高騰等の影響を受け施
設の管理運営状況が厳しくなっている
中、光熱費の補助による指定管理者の
円滑な施設運営を維持することで、市
民へのサービスの継続、サービスの質
の維持を支えていくことができる。

12,726 12,726 12,726

①原油価格・物価高騰等により、指定管理施設の光熱費の支
出が増加しているため、円滑な運営を続けられるよう指定管
理者に対して支援する。
②令和7年4月から令和8年2月までの間の電気・ガス・灯油代
の経費の一部について委託料に充当（支払完了分）
③東部コミュニティセンター　 ：2,156千円
　 西部コミュニティセンター　 ：2,061千円
　 北部コミュニティセンター　 ：1,769千円
　 南部コミュニティセンター　 ：1,438千円
　 日光コミュニティセンター　 ：  820千円
　 長森コミュニティセンター　 ：1,494千円
　 市橋コミュニティセンター　 ：2,162千円
　 北東部コミュニティセンター：  826千円
④指定管理者

－ － － R7.4 R7.4 R8.3 補助件数　8指定管理者 ⑤ HPにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

市ホームページ R7補正（地）
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